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ガボン共和国月報（２０１５年２月）

２０１５年２月号

在ガボン日本国大使館

主な出来事

【内政】

●ＯＮＥＰによる業務再開

●国民連合の合法化

【外政】

●ボンゴ大統領による仏・アフリカ経済フォーラムへの出席

●ボンゴ大統領と近衞国際赤十字赤新月社連盟会長との会談

●ガボンの１９８０年ハーグ条約加盟に係る欧州議会の承認

●ガボン・アフリカ開発銀行（ＢＡＤ）の協力

【経済】

●産業複合施設建設計画の着工

●ガボンにおけるデジタル・インフラ整備

●ガボン鉱山相による鉱山企業幹部との会談

●ガボンの信用格付けＢ＋（スタンダード＆プアーズ）

●ガボン・テレコムによるストライキ

【内政】

１ ＯＮＥＰによる業務再開

１日，約２カ月前からストライキを実施している全国石油従業員労働組合（ＯＮＥＰ）は，

組合に対して同日から業務を再開するよう呼びかけた。（２日付ＵＮ）

２ 社会契約委員会の大統領に対する最終報告書提出

３日，野党ＰＤＳのンダオ・ランボゴ党首が議長を務める社会契約（Pacte Social）に関

する委員会は，ボンゴ大統領に対し，より良い生活を求めるガボン国民の期待に応える提

案をまとめた最終報告書を提出した。（４日付ＵＮ）

３ 国民連合の合法化

４日午前，マパング内相は２０１１年に非合法政党とした有力野党・国民連合（ＵＮ）の

合法化を発表した。同日，ボンゴ大統領は，改正前の規定は民主的な表現の自由を制約す

るものであり，全ての団体が民主的な討論に参加できるようにするため，オナ・オンド首

相に対して関連規定の改正を要請していた旨述べた。これにより，依然有力野党であるＵ

Ｎは，２０１６年の大統領選挙に向け，積極的に政治活動を行うことができるようになっ

た。（４日付ＧＮ）

４ 公務員労働組合連合による待遇改善に係る要求

１０日，公務員労働組合連合は，最低賃金（現在８万ＣＦＡフラン（約１２１ユーロ））の

３０万ＣＦＡフランへの引き上げ，勤務年数（現在３７年）の２０年への引き下げ及び退



2

職年金の新たな算出方法の導入等を要求し，右要求が通らなければ無期限のストライキに

突入する旨，オナ・オンド首相に宣告した。（１１日付ＵＮ）。

５ ボンゴ大統領による在仏ガボン・コミュニティーとの会合

１０日，仏・アフリカ経済フォーラム出席のため訪仏中のボンゴ大統領は，現地で生活す

るガボン人との会合の場で，多数の出席者から懸念されていたガボンの平和・経済・社会

状況について説明した。（１０日付ＧＡ・ＧＲ）

６ 一部選挙区における上院議員選挙のやり直し

１１日，２０１３年１２月に実施された上院議員選挙の投票手続に問題があったとして，

ングニエ州のルバンバ及びウォレンテム州メドゥヌにおいて再度投票が実施されることが

決定した。（１２日付ＵＮ）

７ オナ・オンド首相と公務員労働組合連合との非公開会合開催

１２日，オナ・オンド首相は，労働大臣同席の下，公務員労働組合連合代表と非公開の会

合を開催し，組合側に対し，現在，ボンゴ大統領が公務員を含めた労働者の地位に関する

規定を検討中である旨説明し，近日中に回答する旨述べた。（１３日付ＵＮ）

８ ＳＥＥＧ社（電力・水道）によるストライキ

１６日，ＳＥＥＧ社基礎サービス部門の社員は，労働環境，処遇及び人材管理（昇進，派

閥主義等）の改善を求め，ストライキに突入した。（１７日付ＵＮ）

９ 全国民主主義評議会（ＣＮＤ）議長にセラファン・ンダオＰＤＳ党首（野党）選出

２６日，セラファン・ンダオＰＤＳ（野党穏健派）党首が，投票数４３票の内２７票を獲

得し，全国民主主義評議会（ＣＮＤ）議長に選出された。副議長にジェローム・クワンシ・

ミカラ（与党ＰＤＧ）議員，財務担当理事にノエル・ボロボ・エパンビアＦＵＮＤＵ（野

党穏健派）党首が選出された。（２７日付ＵＮ・ＧＲ）

１０ 上院議長にルシー・ミルブ・オブソン議員選出

２７日，ルシー・ミルブ・オブソン上院議員（与党ＰＤＧ）は，９９％の投票率で上院議

長に選出された（２８日付ＵＮ）

【外政】

１ ボンゴ大統領による仏・アフリカ経済フォーラムへの出席

６日，ボンゴ大統領は，仏が主催する「成長のための仏・アフリカ・フォーラム」に出席

し，デジタル，農業・農産加工業，金融及び文化財といった重要分野における仏・アフリ

カ経済関係の強化を図る「成長のための仏・アフリカ財団」の創設に立ち会った。また，

ボンゴ大統領は，訪仏中，ガボンで事業を行う仏企業の幹部と会食し，ガボン・仏の良好

な二国関係を強調し，ガボンでの事業拡大を呼びかけた。（７日付ＵＮ）

２ ボンゴ大統領と近衞国際赤十字赤新月社連盟会長との会談

３日，ボンゴ大統領は，地域総会出席のため当地訪問中の近衞忠輝国際赤十字赤新月社連

盟（ＩＦＲＣ）会長兼日本赤十字社社長の表敬を受け，ガボン国内でエボラ対策に貢献す

るガボン赤十字社に対するＩＦＲＣの支援を要請した。
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３ ガボン・ＵＮＤＰ関係

９日，イモンゴ経済相は，ＵＮＤＰ代表団の往訪を受け，ガボンの重要分野である保健，

農業，教育，人材育成及び環境に集中したＵＮＤＰの新たな戦略的計画について意見交換

を行った。（１０日付ＧＲ）

４ ガボンの１９８０年ハーグ条約加盟に係る欧州議会の承認

１１日，欧州議会は，ガボンの１９８０年ハーグ条約加盟に係るＥＵ加盟国による承認に

関する決議を可決した。（１１日付欧州議会可決決議文）

５ ガボン外相と米軍代表団との会談

１２日，イソゼ外相は，米軍代表団と会談し，ギニア湾における海賊対策及び本年８月に

当地で開催されるＡＧＯＡフォーラム（米国主催経済フォーラム）について意見交換を行

った。

６ ガボン・米国軍事協力

１３日，ガボン国防相は，米国大使館次席に率いられ，「キャップストーン作戦」に参加す

る米軍人約２０名の往訪を受け，中央アフリカ情勢，ギニア湾海賊対策及びボコ・ハラム

によるテロ活動に関し意見交換を行った。

７ 「国境なき記者団」によるガボンでの記者の自由の評価

「国境なき記者団」が公表した世界各国における記者の自由に関するランキングによると，

ガボンは，前年より順位を３つ上げ,１８０カ国中９３位に位置づけられた。（１３日付Ｕ

Ｎ）

８ ボコ・ハラム対策に係るＥＣＣＡＳ首脳会議の開催

１６日，中部アフリカ諸国経済共同体（ＥＣＣＡＳ）加盟国首脳は，ヤウンデ（カメルー

ン）において，域内のボコ・ハラム対策に係る会議を開催し，ボコ・ハラムの活動に対す

る共通戦略の策定に向け協議を行った。（１７日付ＵＮ・ＡＦＰ）

９ ガボン・アフリカ開発銀行（ＢＡＤ）の協力

２２日，イモンゴ経済相は，カンガＢＡＤ中部アフリカ・マダガスカル担当局長の往訪を

受け，今後５年間の協力案件について協議を行い，生産地域の道路網の整備，エネルギー

輸送，農業，社会協定への支援（職業訓練，失業対策），ビジネス環境の改善，飲料水への

アクセス改善及び生活環境の衛生化等が重点分野として挙げられた。（２３日付ＵＮ）

【経済】

１ 産業複合施設建設計画の着工

２日，カンゴにおいてガボン政府とモーリシャス Samio 社が進める，鉄金属又は非鉄金属

の廃棄物を活用する産業複合施設の建設工事が開始した。同施設の敷設面積は６０ヘクタ

ールに上り，４棟の大規模な工場（製錬・圧延所，マンガン精錬・加工所，鉄鉱石処理所，

製材所）を備える。製錬・圧延所の投資額は４８０億ＣＦＡフラン（約７３１０万ユーロ）

に上り，年間鋼鉄２０万トンを生産し，直接的に１，０００名，間接的に３，０００名の

雇用を創出する見込み。（５日付ＵＮ）
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２ 第４回ニューヨーク・フォーラム・アフリカ（ＮＹＦＡ）の延期

５日，米国主催の経済フォーラムであるＡＧＯＡフォーラムの当地開催時期に合わせ，Ｎ

ＹＦＡの開催時期が本年５月から８月２９－３１日に延期になった旨発表された。（５日付

ＵＮ）

３ ガボンにおけるデジタル・インフラ整備

９日，ガボン政府及び韓サムソン・グループは，今後１０年間で，国内の公共基礎サービ

ス（教育，保健，飲料水へのアクセス，電気）へのアクセスの不平等を削減することを目

指す「デジタル・ヴィレッジ・ガボン」（ＧＶＮ）計画を発表した。（１０日付ＵＮ）

４ ガボン鉱山相による鉱山企業幹部との会談

１２日，インダバ・マイニング２０１５への出席のためケープタウン訪問中のアカガ鉱山

相は，豪 Iron Ridge（ガボンにおいて既にチバンガ及びベリンガ南部において探査権を取

得），豪リオ・ティント社（２０１３年，ガボン・オグエ州ランブエ及びマンジにおいてチ

タン及び複合金属の探査権を取得）等鉱山企業大手の幹部と会談し，ガボンへの更なる投

資を呼びかけた。（１２日付ＵＮ）

５ ガボンの信用格付けＢ＋（スタンダード＆プアーズ）

スタンダード＆プアーズは，油価の下落による経済成長の鈍化及び財政の悪化は避けられ

ないとして，ガボンの信用格付けをＢＢからＢ＋に見直した。（１９日付ＵＮ）

６ ガボン・テレコムによるストライキ

２５日朝から，全国通信組合（Synatel）の呼びかけに応じ，モロッコ・テレコムの子会社

ガボン・テレコム（固定電話・インターネット事業部門）従業員がストライキに突入した

ことにより，ガボン・テレコムの通信網を利用する固定電話，携帯電話及びインターネッ

ト通信が行えない状況が続いている。ガボン・テレコム従業員は，同じくモロッコ・テレ

コムの傘下にあるリベルティ（携帯電話事業部門）の従業員との間に存在する給与及び賞

与の格差是正を求めている。（２６日付ＵＮ）

７ トータル・ガボン社の２０１４年度経常収益下落

トータル・ガボンは２０１４年度の経常収益は，前年度（１８．１３億ドル）１５％減の１５．２８億ドル

（９４８０億ＣＦＡフラン）である旨発表した。（２８日付ＵＮ）

出典：ＰＲ（大統領府公式ＨＰ）,ＵＮ（ユニオン紙）,ＧＭ(ガボン・マタン紙)､ＧＮ（ガボン・ニュース電子

版ニュース），ＡＦＰ，ＧＡ（Gabonactu.com），ＧＲ（ガボン・レヴユー電子版ニュース），ＬＧ（ル・ガボ

ン電子版ニュース），ＧＥ（ガボン・エコ電子版ニュース）


